
長 崎 市 の 都 市 計 画

比良 章吾（ひら しょうご）

長崎市 まちづくり部 政策監

都市における業務施設・集客施設の立地のあり方に関する分析・検討WG資料(令和7年6月20日)都市における業務施設・集客施設の立地のあり方に関する分析・検討WG資料(令和7年6月20日)

～長崎スタジアムシティを例に～
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～ネットワーク型コンパクトシティ長崎～

第３章 斜面都市長崎における立地適正化計画

第４章 市街化区域の変遷
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第７章 長崎スタジアムシティ（立地支援）
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第１章 長崎市の現状と問題点
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①長崎市の位置

（1）長崎市の現状（1）長崎市の現状
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②合併の歴史

（1）長崎市の現状（1）長崎市の現状

明治～昭和の合併

平成の大合併

約１.７倍
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③市街地の拡大 ～ＤＩＤ地区の変遷～

出典：国勢調査 ※人口集中地区（DID）
市区町村の区域内で人口密度が4,000人/km2（40人／ha）以上の
基本単位区が互いに隣接して人口が5,000人以上となる地区
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④長崎市の成り立ち ～まとめ～

これまでは

（1）長崎市の現状（1）長崎市の現状
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⑤人口減少・少子化・高齢化の進展

（1）長崎市の現状（1）長崎市の現状

令和17

令和17

令和17

R7 R17

R7 R17
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（1）長崎市の現状（1）長崎市の現状

⑥都市のスポンジ化 ～人口密度の減少～

このままでは
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（2）長崎市の問題点（2）長崎市の問題点

●店舗数
H16:2千2百店

⇒H26:1千8百店

●1日の人通り
H16:17万3千人

⇒H26:12万8千人

●１日あたりバス利用者
H16:15万1千人

⇒H26:14万5千人

●社会福祉費
H16：530億円

⇒H26：780億円

①市民生活への影響
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第２章 長崎市都市計画マスタープラン

～ネットワーク型コンパクトシティ長崎～
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①コンパクトの視点 ～４つの地域⇒拠点集約～

●人口規模の視点
・地域人口３万人程度を２０年後確保
・総合病院やデパート等が成立

●交通の視点
・公共交通の結節点
・拠点間 ：バスで約３０分
・拠点～生活地区：バスで約６０分以内

（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎
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②ネットワークの視点

～高齢化⇒公共交通連携軸～

出典：H28国土数値情報、
各バス会社ホームページ

区分
徒歩圏人口

カバー率（％）

全国平均 ５５

地方都市圏

政令市 ７２

概ね50万 ５８

概ね30万 ４０

長崎市 ８０

出典：「都市構造の評価に関するハンドブック」国土交通省

（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎
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③将来都市構造図

ネットワーク型
コンパクトシティ長崎

南部地域

東部地域

北部地域

中央地域

南部地域拠点

北部地域拠点

東部地域拠点

都心部

都心周辺部

（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎
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２ 効果

④将来のイメージ ～”まとまり”と”つながり”のまち～

（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎（1）ネットワーク型コンパクトシティ長崎
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第３章 斜面都市長崎における立地適正化計画
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①段々畑が宅地に

（1）斜面市街地の成り立ち（1）斜面市街地の成り立ち
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②這い上がる様に斜面へ

300m

200m

100m

昭和55年 DID

昭和45年 DID

昭和35年 DID

稲佐山

金比羅山

0m

垂直方向DID（人口集中地区）

（1）斜面市街地の成り立ち（1）斜面市街地の成り立ち

浦上川
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③現在の斜面市街地

（1）斜面市街地の成り立ち（1）斜面市街地の成り立ち

※市庁舎近隣（立山）

金比羅山
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①長崎大水害（S57.7.23）

（２）土砂災害に脆弱（２）土砂災害に脆弱

7.23長崎大水害の被害状況

●降水量
・7/23～25（3日間） 573 mm
・7/23(午後7～8時) 111.5 mm/hr

●人的被害
・死者 258名 ・行方不明者 4名
・負傷者 758名

●家屋被害
・全壊 447棟 ・半壊 746棟
・一部壊 335棟

本河内町（日見ﾄﾝﾈﾙ西口付近）

芒塚町（日見峠芒塚川付近）

本河内町（日見ﾄﾝﾈﾙ西側付近）
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②宅地被災履歴

傾斜区分図 傾斜度別崩壊数

崩壊数

傾斜度

出典：長崎防災都市構想策定委員会報告書（昭和59年3月）

（度）

（件）

○長崎大水害による被災履歴

（２）土砂災害に脆弱（２）土砂災害に脆弱

傾斜度15度以上で崩壊発生

10 15      20      25       30 35 40 45
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①居住誘導区域設定の考え方

道路や河川などで囲まれた街区の中で、勾配が15度
を超える傾斜地の占める割合によって区域を設定

街区

道路

街区

街区の半分を
超えない場合

街区の半分を
超える場合

勾配が15度を超える
傾斜地

河川

自然共生区域居住誘導区域

（３）斜面都市長崎における立地適正化計画（３）斜面都市長崎における立地適正化計画
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②誘導区域図

面積
（ha）

割合
（％）

都市機能
誘導区域

４９７ ８

居住誘導区域 ３９６６ ６３

自然共生区域 １４３４ ２３

その他の区域 ８６８ １４

合計
（市街化区域）

６２６８ １００

（３）斜面都市長崎における立地適正化計画（３）斜面都市長崎における立地適正化計画
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③誘導イメージ

（３）斜面都市長崎における立地適正化計画（３）斜面都市長崎における立地適正化計画
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第４章 市街化区域の変遷
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変更年 市街化区域(ha)
※( )内は増減

市街化
調整区域(ha) 合計（ha） 備考

S46 4,723 16,038 20,761 当初決定

S52 5,594 (＋871) 18,655 24,249 第⼀回定期

S59 5,747 (＋153) 18,502 24,249 第⼆回定期

H4 5,921 (＋174) 18,218 24,139 第三回定期

H13 6,158 (＋237) 17,985 24,143 第四回定期

H17 6,479 (＋339) 18,113 24,592 ⾹焼町合併

H20 6,518 (＋39) 18,074 24,592 随時

H26 6,268 (▲250) 18,338 24,606 第五回定期
R6 6,232 (▲36) 18,378 24,610 第六回定期

①逆線引き

平成26年に大規模な逆線を実施（▲250ha）

（1）市街化区域の変遷（1）市街化区域の変遷
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第５章 定住促進に向けた容積率緩和

（居住誘導）
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【大村・諫早への転出】【長崎市全体】

転出超過人口 （出典：総務省「令和元年 住民基本台帳人口移動報告」)

（人） （人）1位

1位

3位

・人口転出超過⇒2年連続日本一
・特に、若者⇒近隣市町などへ

①深刻な人口流出、特に若い世代

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和
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順位 都市名 月平均（円）

1 東京都区部 8,562

…

11 大阪市 5,892

12 神戸市 5,692

…

15 長崎市 5,577

…

32 福岡市 4,193

約1.3倍

・家賃相場は九州1位
・関西大都市と同程度の高さ

（出典：総務省「平成29年 小売物価統計調査」）

民営住宅家賃平均価格（床3.3㎡あたり）

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

②“高い住宅費“が近隣市町などへの転出要因
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都市機能誘導区域

大村市
2,844人

時津町
6,650人

諫早市
9,101人

長与町
10,931人

容積率2倍

約３万人が市内に通勤・通学

（H27国勢調査）

200%⇒400%

居住誘導区域

容積率1.5倍
200%⇒300%

長崎に住んで！
学んで！
働こう！

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

③長崎回帰（人口増）と居住誘導（安全）
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用途地域
容積率（％）

50 60 80 100 150 200 300 400 500 600 700~1300

第一種低層住居専用地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第二種低層住居専用地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

田園住居地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第一種中高層住居専用地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第二種中高層住居専用地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第一種住居地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

第二種住居地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

準住居地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

近隣商業地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

商業地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

準工業地域 ○ ○ ○ ○ ○ ○

工業地域 ○ ○ ○ ○ ○

工業専用地域 ○ ○ ○ ○ ○

※○印：建築基準法第52条の規定に基づき、各用途地域に関する都市計画として定められる選択肢
黄色：改訂前基準（Ｈ17年1月）の選択肢 水色：追加選択肢
赤枠：居住誘導に資する部分は300％（200％×1.5倍）、

都市機能誘導に資する部分は400％（200％×2倍）まで許容

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

※容積率の選択肢の追加

④長崎市用途地域指定（変更）基準改訂[R2年6月]
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（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

⑤容積率 [変更前]
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（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

⑥容積率 [変更後]
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●拠点性向上
（都心部～都心周辺部～北部

地域拠点周辺の平坦地の有
効活用）

●拠点性向上
（街路事業、土地区画
整理事業効果の発現）

●拠点性向上
（外環状線整備効果の発現）

※【幸町周辺の用途地域見直し箇所】を含む
（R2都市計画変更手続き中）

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

⑦容積率緩和箇所[R3年3月]
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居住誘導区域

区域

市街化調整区域

その他の区域自然共生区域居住誘導区域都市機能誘導区域

容積ＵＰ
+約200ha

+約650ha約850ha相当
の床面積を創出

インパクト

コンパクト

（1）定住促進に向けた容積緩和（1）定住促進に向けた容積緩和

⑧容積率緩和（Ｒ２用途地域全体見直し）➡定住促進！
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第６章 ２１世紀の交流都市へ（都市機能誘導）

36

軍艦島（世界文化遺産）
明治日本の産業革命遺産
登録H２７.７

大浦天主堂（世界文化遺産）
長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産
登録H３０.６

出島表門橋
架橋H２９.１１

世界新三大夜景
(長崎・香港・モナコ)
認定H２４.１０
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①主な取組み（誘導施策）と完成時期（予定）

区域 機 能 短 期
（平成28年〜令和2年）

中 期
（令和3年〜令和7年）

⻑ 期
（令和8年〜）

居住
誘導
区域

居住 ○新⼤⼯町地区再開発
（240⼾） ○浜町地区再開発

都
市
機
能
誘
導
区
域

商業 ○ＪＲ九州駅ビル
○⻑崎スタジアムシティ ○浜町地区再開発

医療 ○メディカルセンター
福祉
⼦育て ○中核⼦育て⽀援施設
教育
⽂化・
交流

○交流拠点施設
（出島メッセ⻑崎） ○新⽂化施設

⾏政 ○新県庁、県警本部
○新⻑崎警察署 ○新市庁舎

運動 ○⻑崎スタジアムシティ 〇平和公園スポーツ施設再
整備

交通 ○⻑崎駅新駅舎
（在来線側）

○⻑崎駅新駅舎
（新幹線側）

○松が枝埠頭拡張
（2バース化）
〇バスターミナル再整備
（市街地再開発事業）

共通 − ○容積率緩和
○公共交通総合計画策定 〇地域公共交通計画策定

（1）21世紀の交流都市へ（都市機能誘導）（1）21世紀の交流都市へ（都市機能誘導）
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②主な取り組み（都心部・都心周辺部）

R6.10開業

©ジャパネットホールディングス

R3.11開業

R4.11開業 R2.12開業

R5.1開業

（在来線側 R2.3開業 新幹線側R4.9開業）

R5.11開業

（1）21世紀の交流都市へ（都市機能誘導）（1）21世紀の交流都市へ（都市機能誘導）

新 施設新文化施設
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第６章 長崎スタジアムシティ（立地支援）
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⻑崎駅
〜⻄九州新幹線開業(2022年9⽉) 〜

徒歩約10分

浦上駅
徒歩約8分

2 0 2 4 年 1 0 ⽉ 1 4 ⽇ 開 業

⻑崎駅・浦上駅から徒歩約10分圏内
周辺は2021年出島メッセ⻑崎の開業、2022年⻄九州新幹線開業、2023年11⽉に駅前商業施設開
業と開発が進んでいる

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ

①長崎スタジアムシティの場所
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令和３年３月
・用途地域等の変更

（工業地域⇔商業地域）

・地区計画を決定
（歩道確保、用途制限）

②立地支援 用途地域変更＋地区計画決定

地区整備計画

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ
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③立地支援 緊急整備地域→税制支援

長崎スタジアムシティ

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ

≪市の支援≫
割合：市条例で１/２
対象：緑地や通路

≪市の支援≫
割合：市条例で１/２
対象：緑地や通路
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④立地支援 優良建築物等整備事業による支援

補助対象施設：人工地盤（通路）、商業・オフィスの共用スペース、附置義務駐車
場の一部、広場など

補助対象額 ：約63億円（国1/3、地方1/3、事業者1/3）

補助金額 ：約42億円（国：約21億円、県：約８億円、市：約13億円）

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ
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⑤立地支援 高架下道路

市が高架下を道路として整備

市がスタジアム正面の高架下を広場として整備

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ
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※上記は事業者が2022年12⽉時点で試算を⾏ったもの
※⼯事の進捗とともに建設費の増加やテナントの決定などにより試算結果に変更が⽣じている場合がある

【経済波及効果試算】
プロジェクトが⽣み出す効果
建設時の経済波及効果 ⇒ 約１，４３６億円
開業後の経済波及効果 ⇒ 約 ９６３億円
スタジアムシティの年間想定利⽤者数 ⇒ 約８５０万⼈

【ジャパネットホールディングスの雇⽤】
スタジアムシティ開業までに約１，０００⼈雇⽤
（正規社員約２００⼈、⾮正規社員約８００⼈）

※ EYストラテジー・アンド・コンサルティング算出

⑥スタジアム効果

（1）長崎スタジアムシティ（1）長崎スタジアムシティ

【平均来場者数】
平⽇ 約9,000⼈、休⽇ 約3万⼈（試合あり）、約2万⼈前後（試合なし）

【公共交通の乗降者数】
路⾯電⾞ 約６倍、バス 約10〜15倍

※ R7.4.14 ⻑崎新聞記事より（ジャパネットHDコメント）

※ 路⾯電⾞︓銭座町電停のR6.9.1（開業前）とR6.10.6（開業⽇）の乗降者数の⽐較
※バス[県営バス・⻑崎バス]︓銭座町バス停のR6.6⽇曜⽇の平均乗降客数と

R6.10.6（開業⽇）の乗降者数の⽐較
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令和６年度社会動態が大きく改善！

転入者 10,253人

転出者 12,806人

転入者 10,434人

転出者 11,485人

1,502人
の改善

※日本人のみの数値
※外国人込みだと1,522人の改善

2,553人の転出超過

1,051人の転出超過

（参考）⻑崎市における社会動態

令和6年度

令和5年度
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令和6年度は移動が多い3月、4月が大きく改善

令和5・6年度の月別社会動態比較

※日本人のみの数値

（参考）⻑崎市における社会動態

639人
改善

682人
改善

▲
開業
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